
（８）  教育 
  ア  学校教育 
   (ア)  学校等施設整備状況                                            (平成 15年 5月 1日現在) 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

区 分 学校数 学級数 
生徒数 
（1 学級） 

区 分 学校数 学級数 
児童・生徒数 
（1 学級） 

幼稚園 ２７ ８４ 
２，２９１ 
（２７） 
小学校 ３ ２２ 

４１３ 
（１９） 

小学校 １３７ ２，３０５ 
６６,２８８ 
（２９） 
中学校 ２ ９ 

２６３ 
（３０） 

中学校 ６１ ９１２ 
２９,４２１ 
（３２） 

高等学校 
（全日制） 

７ １６２ 
６，３８５ 
（３９） 

高等学校 ※ 
（定時制） 

２ １７ 
３４０ 
（２０） 

養護学校 
（小・中・高等部） 

１ ５０ 
１９９ 
（４） 

a 設置数 

※定時制２校のうち、１校は全日制と併設 

※ 湯来町は、幼稚園、高等学校、養護学校を設置していない。 

なお、湯来町には、高等学校、養護学校の設置義務はな

い。 

  
施  設 

保有面積 
（㎡） 

1 校当たり面積 
（㎡） 

施  設 
保有面積 
（㎡） 

1 校当たり面積 
（㎡） 

校地 
（運動場） 

２,１８７,０４３ 
（１，０３２,７７３） 

１５，９６３ 
（７，５３８） 

校地 
（運動場） 

３７，４４７ 
（１６，７７８） 

１２，４８２ 
（５，５９３） 

校舎 ６１９,４７６ ４，５２２ 校舎 ５，８３３ １，９４４ 

小
学
校 

体育館 １０５,８８８ ７７９ 

小
学
校 

体育館 ２，０３６ ６７９ 

校地 
（運動場） 

１，２９０,１５５ 
（６７１，５２２） 

２１，５０２ 
（１１，１９２） 

校地 
（運動場） 

２５，１４５ 
（１４，６５０） 

１２，５７３ 
（７，３２５） 

校舎 ３４０，０７８ ５，６６８ 校舎 ４，９１８ ２，４５９ 

中
学
校 

体育館 ５６，０７９ ９６７ 

中
学
校 

体育館 １，３５０ ６７５ 

b 整備状況 

※中学校に安佐北中学校は含まない。  

 
(イ)   学校教育振興                                                  (平成 16年 4月 1日現在) 
項    目 広  島  市 湯  来  町 
a 教職員の研
修・研究 

  

①整備台数 ①整備状況 
区  分 学校数 導入台数 区  分 導入台数 

１２３校 各校２８台 小学校（３校） １１３台          

１校 ２６台 中学校（２校） ５５台          

１校 ２５台 

１校 ２４台 

１校 ２１台 

１校 １９台 

６校 １７台 

１校 １５台 

小学校 

（１３７校） 

２校 １２台 

５８校 各校４２台 

１校 ２３台 

１校 １１台 

※        １校 ０台 

中学校 

（６１校） 

※（安佐北中は安佐北高のものを使用） 

２校 各校９４台 

２校 ９２台 
高等学校 

（普通科） 
１校 ４９台 

１校 １４８台 

１校 １１５台 
高等学校 

（専門科） 
１校 ５２台 

養護学校 １校 １７台 

 (ａ) コンピュ

ータ教育

の推進 

②研究用ｿﾌﾄｳｴｱﾗｲﾌﾞﾗﾘ-のソフト充実 
③研究協力校による利用研究 
④ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ講座等研修 

②教職員研修の充実 

③教育用ソフトの充実 
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項    目 広  島  市 湯  来  町 
(ｂ) 英語教
育の振興 

①英語指導助手の派遣 
中学校・高等学校において英語授業の補
助を行うとともに、英語担当教員の現職研
修の補助を行う。 
   助手：２１人（H16．4.1 現在） 
②英語教員海外・国内派遣研修 

①英語指導助手の受入れ 
  中学校において英語授業の補助を行う 
   助手１人 
②ＡＥＴが小学校クラブ活動（英会話）の指
導補助を行う 

(ｃ ) 平和教
育の推進 

①平和教育講座（教育センター） ①校内教職員研修会の実施 
②町教研活動の実施 

(d) 在日外国
人児童生
徒に関す
る研修 

①教職員に対する校内研修 
②教育相談による相談業務 

教職員に対する校内研修 

b 児童・生徒教育   

(ａ) 国際理
解教育の
推進 

①フルブライトマスターティーチャープログラム
の実施 
②フルブライト教員プログラムの実施 
③米・加・英・豪社会科教育者の受入れ 
④英語指導助手の活用 
⑤高校生の留学制度 

英語指導助手の活用 

(ｂ) 平和学
習の実施 

①被爆体験・戦争体験継承学習 
②創意工夫のある主体的な学習 
③こどもピースサミット 

①地域の被爆体験 
②戦争体験継承学習 
③「黒い雨」の学習 

(ｃ) 教育・文
化・スポー
ツ表彰 

広島フェニックス賞の授与 
  市長表彰制度 

①功労表彰 
①善行表彰 

(d) 学校行事
等の実施 

①遠足・修学旅行・野外活動 
②文化・スポーツ活動助成 

①遠足・修学旅行・野外活動 
②自然教室の開設 
③文化・スポーツ活動助成 

(e) 帰国・入
国児童生
徒教育指
導 

①帰国・入国児童生徒学習教室開設 
  小学校  ５校  中学校  ２校 
①指導協力者派遣 
日本語指導が必要な児童・生徒の在籍す
る学校に派遣し、日本語指導を行う。 

なし 

(ｆ) 障害児教
育の推進 

障害のある児童生徒に対し、障害の実態に応
じた教育の充実を図る養護学校、障害児学級
（知的障害・肢体不自由・病弱・弱視・難聴・情
緒障害）及び通級指導教室（言語障害・弱視・
情緒障害）を設置している。 

障害児学級（小２）を設置している 
 

 

(ｇ) 学校図
書の充実 

①図書司書の配置    なし 
②学校図書館事務サポート事業 
小学校    １３７校（全校） 
養護学校    １校 

①図書司書の配置    なし 
②読み聞かせボランティアとの協働 
 

c 児童・生徒 
指導 

  
 

( ａ ) いじめ
対策の充
実 

①「ふれあいひろば推進員」によるいじめ被
害・加害児童生徒への支援 
②いじめ１１０番 
③スクールカウンセラーの配置 
中学校    ４５校 
高等学校   ５校 
④ふれあい活動の推進 

スクールカウンセラーの配置  

(ｂ) 不登校
児童生徒
支援の充
実 
 

①ふれあい教室の開設（適応指導教室） 
4 か所 
②「ふれあいひろば推進員」による不登校・不
登校傾向児童生徒への支援 
小学校  １３６校 
中学校   ６０校 

なし 
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項    目 広  島  市 湯  来  町 
 (c) 非行防
止校外補
導 

①ふれあい活動推進協議会を設置し、中学
校区ごとに小・中学校、家庭、地域の交流
を深めることにより、それぞれの教育機能の
向上と連携の強化を図る。 
②校外補導の実施 
  校外補導主事を１４名置き、児童生徒の保
護・育成等を目的とし、各学校への対応、学
校と地域社会・関連機関との連携を図る。 

なし 

 
  (ウ)  就学の援助・奨励                                                (平成16年 4月 1日現在) 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
a 要保護・準要保
護児童生徒就学
援助 

  

(a) 対象 要保護及び準要保護児童生徒の保護者 同左 

(b) 支給額   

①学用品費等 小学校  14,780 円以内 
中学校  26,050 円以内 

同左 

②新入学学用
品費 

小学校  19,900 円 
中学校  22,900 円 

同左 

③野外活動 
(泊) 

小学校  実費  
(5，920 円以内＋交通費実費) 

中学校  実費  
(5，920 円以内＋交通費実費) 

小学校  3,470 円 
中学校  5,840 円 

④修学旅行費 小学校  実費  (24,000 円以内) 
中学校  実費  (50,000 円以内) 

小学校  実費 
中学校  実費 

⑤医療費 実費 同左 

⑥学校給食費 実費 同左 

⑦体育実技用
品費(中学
校) 

柔道・剣道の授業をしている学校は用具
を公費購入しているため、就学援助の対
象にはしていない。 

柔道  実費  (7,300 円以内) 
剣道  実費  (50,500 円以内) 

 

 

⑧通学費 実費 同左 

b 障害児教育就学
奨励 

  

(a) 対象 障害児学級在籍児童及び生徒の保護
者で、収入額が需要額の 2.5 倍未満の
世帯に属する者 
＊2.5 倍以上の世帯に属する者は⑤、
⑦、⑧、⑨のみ支給 
（⑦、⑨については実費の 3/4 の額） 

障害児学級在籍児童及び生徒の保護者で、
収入額が需要額の 2.5 倍未満の世帯に属す
る者(2.5 倍以上の世帯〔所得制限有り〕に属
する者は⑤、⑦、⑨のみ支給) 

(b) 支給額   

①学用品費等 就学援助の半額 同左 

②新入学学用
品費 

就学援助の半額 同左 

③野外活動費 実費の半額 同左 

④修学旅行費 実費の半額 
小学校 12,000 円以内 
中学校 25,000 円以内 

実費の半額 
 

⑤通学費 実費 同左 

⑥学校給食 就学援助の半額 同左 

⑦交流学習交
通費 

実費 同左 

 

 

⑧付添人交通
費 

実費（小学校のみ）  
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項    目 広  島  市 湯  来  町 
⑨職場実習交
通費 

実費（中学校のみ） 同左 

⑩拡大教材費 実費の半額 同左 

ｃ 児童生徒遠距
離通学援助 

  

 (ａ) 対象 ①地区中心から小学校４ｋｍ以上、中学
校６ｋｍ以上の区域から交通機関・
交通用具利用の通学者 
②船舶利用の通学者 

バス通学者 
小学校おおむね２ｋｍ以上 
中学校おおむね４ｋｍ以上 
 

 (ｂ) 支給額 実費（中学校における自転車通学者は
通学距離に応じて月額 300 円～1,000
円を支給） 

保護者負担額（小学校 1,000 円/月、中学校
2,000 円/月）を除いた実費 

  

 

  (エ)  学校給食                                                       (平成 16年 4月 1日現在) 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
  

区 分 小学校 中学校 
定時制
高校 

養 護 
学 校 

区 分 小学校 中学校 

完全給食 
全校 
（１３７） 

６１ １ １ 完全給食 全校（３） 全校（２） 

補食給食   １  

a 実施形態 

 
 
※完全給食：パン又は米飯、牛乳、おかず 

  

区 分 自校調理 共同調理 外部委託 区 分 自校調理 共同調理 

小学校 １１１ ２６ － 小学校  ３ 

中学校 ８ １１ ４２ 中学校  ２ 

定時制高校 １ － － 

養護学校 １ － － 

b 調理方式 

 

c 単価 普通給食 1食当たり 
小学校  200 円 
中学校  240 円 

普通給食 1食当たり 
小学校  230 円 
中学校  280 円 

d 米飯給食の
実施状況 

週２日実施 同左 

 
 （オ）  私学助成                                                       (平成16年4月1日現在) 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
a 私立幼稚園就園
奨励費補助 

  

(a) 対象 私立幼稚園に通園している３～５歳児(年度途
中に入園した満３歳児を含む。)の入園料、保
育料の減免を行う私立幼稚園の設置者 

同左 

(b) 補助限度額 (第 1 子) (第 2 子) （第 3 子以降） (第 1 子) (第 2 子) (第 3 子以降) 

町・市民税非
課税世帯又は
生活保護世帯 

211,000 円 253,000 円 137,700 円 180,000 円 222,000 円 

非課税世帯 135,000 円 176,000 円 246,000 円 104,900 円 157,000 円 209,000 円 

8,800 円 

以下世帯 
90,400 円 161,000 円 241,000 円 80,400 円 141,000 円 200,000 円 

86,000 円 

以下世帯 
72,400 円 147,000 円 237,000 円 

102,100 円

以下世帯 
56,500 円 147,000 円 237,000 円 

56,500 円 124,000 円 190,000 円 

 

 

市

・

町

民

税

所

得

割 
429,400 円

以下世帯 
13,300 円 16,600 円 22,200 円    －      －       －  
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項    目 広  島  市 湯  来  町 
  注①支給額は、幼児１人当たり  

  ②世帯構成員中、２人以上に所得が 
ある場合は、父及び母の町・市民税 
の所得割額の合計額 
    ただし、父又は母より市民税の所得
割の高額な者がいる場合は、その者
の市民税の所得割額を合計した額 

注： 世帯構成員中２人以上に所得がある
場合は所得割課税額を合算する 

b 私立幼稚園振興
事業補助 

  

(a) 対象 市内に所在する私立幼稚園の設置者 
私立幼稚園協会 

町内に設置された私立幼稚園 

(b) 補助対象 ①教材教具整備事業 
②各私立幼稚園が行う教職員研修事業 
③協会が行う教職員事業 

①幼稚園の運営 

 

(c) 補助額 予算の範囲内で定める額 同左 
ｃ 私立幼稚園施設
整備資金借入金
利子補助 

  

(ａ) 対象 市内に私立幼稚園を設置している学校法人 

(ｂ) 補助対象 私立幼稚園の施設整備（新築、増築、改
修、買収等）に要する資金のうち、日本私
立学校振興・共済事業団及び(財)広島県
私立幼稚園連盟からの借入金に係る利子 

 

(ｃ) 補助額 上記の借入金の利子の３分の１ 

なし 

ｄ 私立幼稚園奨励
費交付事務補助 

  

(ａ) 対象 私立幼稚園協会及び協会に加盟していな
い私立幼稚園の設置者 

(ｂ) 補助対象 就園奨励費の交付事務 

 

(ｃ) 補助額 園割額   １園当たり        12,000 円 
園児割額 園児１名当たり       70 円 

なし 

ｅ 私立学校振興事
業補助 

  

(ａ) 対象 市内に私立中学校を、広島地区に私立高
等学校を設置している学校法人 

(ｂ) 補助対象 ①教材教具整備事業 
②教職員研修事業 

 

(ｃ) 補助額 予算の範囲内で定める額 

なし 

ｆ 私立高等学校部活
動パワーアップ事
業補助 

  

(ａ) 対象 広島地区に私立高等学校を設置している
学校法人 

(ｂ) 補助対象 文化・スポーツ大会に出場した生徒の引
率旅費・指導教員研修事業等 

 

(ｃ) 補助額 原則として上記引率旅費等の２分の１ 

なし 

ｇ 外国人学校就学
者助成補助 

  

(ａ) 対象 外国人学校の設置者が行う授業料免除  

(ｂ) 補助額 ① 幼児１人につき、月額5,500円を限度とする。 
② 児童１人につき、月額6,500円を限度とする。 
③生徒１人につき、月額7,250円を限度とする。 

なし 

ｈ 外国人学校振興
事業補助 

外国人学校の設置者が行う教職員研修事業  

(ａ) 対象 外国人学校の設置者が行う教職員研修事業  

(ｂ) 補助額 予算の範囲内で定める額 

なし 
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  (カ)  学校保健体育振興                                                (平成16年4月1日現在) 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
ａ こころの健康相談   

 （a） 内容 教職員及び保護者の教育上の悩みなど
について相談を受け、専門的立場から指
導助言を行う。 
青少年センター内に開設 
〔相談内容〕 
電話相談及び面接相談、専門医による面
接相談 

なし 

b 各種大会・記録会
の開催 

  

 （a） 内容 ①小学校 
 ・児童水泳記録会 
    ５・６年生対象、８種目の記録会 
  ・児童陸上記録会 
   ５・６年生対象、７種目の記録会 
 ・広島市小学校児童表現運動発表会 
   全学年対象、模倣及び表現運動 
①中学校 
  ・中学校選手権大会 
   中学校全体で１４種目の競技会 
  ・中学校総合体育大会 
   中学生対象、１４種目の競技会 
 ・中学校新人体育大会 
   中学１・２年生対象、１４種目の競技会 
②高等学校 
  ・市立高等学校総合体育大会 
   高校生対象、１３種目の競技会 

①小学校 
 ・児童陸上記録会 
   ５・６年生対象、６種目の記録会 
 ・児童水泳記録大会 
   ５・６年生対象、７種目 
②中学校 
  ・佐伯、大竹、廿日市地区中学校体育 
 大会 
 

c 中学校・高等学校
運動部活動指導
者招へい 

  

 (a) 内容 運動部活動に対し専門的な技術指導力を
備えた指導者を招へいし、技術力の向上
の促進と運動部活動の活性化を図る。 
①中学校    ６1 校 ②高等学校   ７校 
 
 
 

なし 

d Ｄo スポーツ体育
指導者招へい 

  

 (a) 内容 小学校及び養護学校にスポーツ選手や地
域の競技経験者を招き（年２回）、直接指
導を受けることにより、体力の向上及び生
涯にわたって運動を実践していくための基
礎を培う。 

なし 

e 自然体験活動   

 (a) 内容 自分が住んでいる広島の自然と触れ合う
体験を通して、豊かな人間性とたくましく生
きるための健康や体力をはぐくむ。 
小学校 １３７校 

なし 
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イ  社会教育 
  (ア)  生涯学習の推進                                                 (平成 16年 4月 1日現在) 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
ａ 生涯学習推進機関   
(a) 名称 公民館 

（財）ひとまちネットワーク 
公民館（６８館） 
女性教育センター 
青少年センター 
青少年野外活動センター 
少年自然の家（２館） 
まちづくり市民交流プラザ 

公民館 
湯来町農村環境改善センター 

 

(b) 事業内容 ①公民館学習会 
６８館で実施 
②さわやかふれあい事業助成 
地域ボランティア養成 
③市民アカデミー事業助成 
区市民アカデミー講座、企業・団体
との連携講座 
④生涯学習情報誌発行助成 
行政・民間・大学等講座、イベント
等多様な学習情報をコンパクトにま
とめた総合学習情報誌 
⑤アジア草の根交流事業助成 
アジア諸国・地域交流訪問団助成 
⑥高等教育機関との連携事業 
⑦マルチメディア学習運営事業 
⑧市民企画講座運営 

①青少年健全育成講座 
②公民館講座 
③スポーツ・健康講座 
③生活・文化講座 
④成人学級講座 
⑤コミュニティ学級講座 
⑥公民館等学習会 
⑦人権講座 

b 教育施設等開放   

① 市立高等学校公開講座開催事業 
市立高等学校が有する専門的な教
育機能を地域社会に開放し、住民
の学習ニーズに応える講座を開催 
・ 実施校数： ８校 
・ 講座内容： 一般教養、専門知

識・技術 

 (a) 内容等 
 

②学校施設開放地域生涯学習推進
モデル事業 
平日夜間及び休日に各学校の特
別教室等を地域の団体による学習
文化活動、まちづくり・ボランティア
活動に開放 
（実施校数：小学校３校） 

なし 
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  (イ)  青少年教育の推進                                                (平成16年4月1日現在) 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
a 子ども会指導者等育成   

 (a) 内容等 ①子ども会育成指導員 
小学校区ごとに２名の指導員を依
頼。全市の研修会等を実施 
②ジュニアリーダー研修会 
子ども会のジュニアリーダーを対象 
に実施 
③シニアリーダー研修会 
子ども会等地域で活動する青年を
対象に、宿泊研修、レクリエーション
技能の研修等を実施 

なし 

b 青少年団体指導者等育成   

 (a) 内容等 ①団体・グループ活動の促進 
②ボランティアを通じた青年の社会参
加の促進 
③社会の変化に対応できる青年の育
成 
④体験・交流活動者の育成・支援 

なし 

c 成人祭   

(a) 対象 当該年度で２０歳になる者(学年単位) 同左 

(b) 実施日 毎年１月第２月曜日 毎年１月成人の日  

(c) 実施方法 教育委員会の直営 同左 

d 青少年団体への助成   

 (a) 子ども会   

  ・内容等 小学校区単位設置 
団体数： １３４ 
補助額 
  小規模（～500 人）  年  81,000 円 
  中規模（～1000 人） 年  81,000 円 
  大規模（1001 人～） 年  90,000 円 

なし 
 （任意には数団体あり） 

 (b) PTA   

  ・内容等 市ＰＴＡ 
  団体数：小・中学校  計 １９４ 
  広島市ＰＴＡ協議会への補助額：

1,400,000 円 
市高等学校ＰＴＡ 
  団体数： １４ 
  広島市高等学校ＰＴＡ連合会への
補助金：          54,000 円 

小・中学校単位設置 
  団体数：小学校 ３ 
         中学校 ２ 
 
※５校のＰＴＡ連合体団体である湯来
町ＰＴＡ連合会へ補助金交付 
             360,000 円 

 (c) 地域青少年団体等   

  ・内容等 ボーイスカウト広島市連絡協議会、ガ
ールスカウト日本連盟広島県支部広
島地区、おやこ劇場ひろしま、広島市
青年団体連絡協議会事業に対し、補
助を行っている。 

町内スポーツ少年団 5団体へ補助 
 １団体当たり 30,000 円 
        合計 150,000 円 

 (d) その他  青少年健全育成湯来町民会議（再
掲） 
留守家庭児童会 

e 青少年の体験・交流活動
の推進 

  

 (a) 内容等 ①中学生・夢トライステーション事業 
②共同生活体験事業 

なし 

 


